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別記 情報セキュリティ特記事項

１ 基本事項

この契約又は協定等（以下「契約等」という。）により、野田市（以下「発

注者」という。）から業務の委託又は指定管理者の指定等を受けた者（以下「受

注者」という。）は、この契約等による業務を行うに当たり、野田市個人情報

保護条例（平成１２年野田市条例第２５号）及び別記個人情報の保護に関す

る事項により個人情報を適正に取り扱うとともに、情報資産の取扱いに際し、

情報セキュリティの重要性を認識し、情報資産の漏えい、紛失、盗難、改ざ

ん等から保護するため、必要な措置を講じなければならない。

２ 定義

この情報セキュリティ特記事項において使用する用語の定義は、次に掲げ

るとおりとする。

(1) 情報セキュリティ 情報資産の機密性、完全性及び可用性を確保し、維持

することをいう。

(2) 行政情報 この契約等による業務を行うに当たり、発注者から提供された

情報及び新たに作成又は取得した情報（野田市個人情報保護条例第２条第２

号に規定する個人情報を含む。）をいう。

(3) 情報システム この契約等による業務を行うに当たり、ハードウエア、ソ

フトウエア、ネットワーク及び記録媒体等で構成され、これらの一部又は全

体で業務処理を行う仕組みをいう。

(4) 記録媒体 行政情報の記録及び管理に使用される磁気ディスク、磁気テー

プ、光ディスク等をいう。

(5) 情報資産 行政情報及び情報システムをいう。

３ 野田市情報セキュリティポリシー等の遵守

受注者は、この契約等による業務に係る情報資産の取扱いについては、野

田市情報セキュリティポリシーに加え、この情報セキュリティ特記事項及び

仕様書等において定められている情報セキュリティに関する事項を遵守する

ものとする。

４ 組織体制

受注者は、この契約等による業務に係る情報セキュリティに関する組織的

な体制として、次に掲げる事項について書面により明らかにしなければなら

ない。また、内容に変更がある場合、受注者は速やかに書面により発注者へ

連絡しなければならない。

(1) 情報セキュリティに係る責任体制

(2) 情報資産の取扱部署及び担当者
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(3) 通常時及び緊急時の連絡体制

５ 秘密の保持

(1) 受注者は、この契約等による業務に関して知り得た情報をみだりに他人に

知らせ、又は当該業務以外の目的で使用してはならない。

(2) 受注者は、この契約等による業務に従事する者に対し、在職中及び退職後

においても、この契約等による業務に関して知り得た情報をみだりに他人に

知らせ、又は当該業務以外の目的で使用してはならないこと及びその他情報

資産の保護に関して必要な事項を周知しなければならない。

(3) 前２項の規定は、この契約等が終了し、又は解除された後においても同様

とする。

６ 業務目的以外の利用等の禁止

受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、この契約等による業務

に係る情報資産を当該業務以外の目的に使用し、又は第三者に提供してはなら

ない。

７ 複写及び複製の禁止

受注者は、発注者の指示又は承諾があるときを除き、この契約等による業

務に係る情報資産を複写し、又は複製してはならない。

８ 情報資産の受渡し

この契約等による業務に係る情報資産の提供、返却又は廃棄については、

受渡票等で確認し行うものとする。

９ 厳重な保管及び搬送

受注者は、この契約等による業務に係る情報資産の漏えい、紛失、盗難、

改ざんその他の事故等を防止するため、情報資産の厳重な保管及び搬送に努

めなければならない。

１０ 再委託の禁止

(1) 受注者は、発注者の書面よる承諾があるときを除き、この契約等による情

報資産の取扱いを自ら行うものとし、その取扱いを第三者に委託し、又は請

け負わせてはならない。

(2) 受注者は、発注者の承諾を得て情報資産の取扱いを第三者に委託し、又は

請け負わせようとするときは、当該委託先又は請負先に、この情報セキュリ

ティ特記事項で要求する事項を遵守させなければならない。

１１ 事故発生時の報告義務

受注者は、この契約等による業務に係る情報資産の漏えい、紛失、盗難、

改ざんその他の事故等が生じ、又は生じた可能性があることを知ったときは、

速やかに発注者に報告し、その指示に従わなければならない。この契約等が

終了し、又は解除された後においても同様とする。
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１２ 調査等の実施

(1) 発注者は、この契約等による業務に係る受注者の情報セキュリティの運用

状況に関し定期的に報告を求め、必要に応じて業務履行場所への立入調査及

び監査（以下「調査等」という。）を行うことができるものとする。

(2) 受注者は、発注者から業務履行場所への調査等の申入れがあったときは、

特段の理由が認められる場合を除き、協力しなければならない。

(3) 発注者は、第１項による業務履行場所への調査等による確認の結果、受注

者による情報セキュリティの運用状況に瑕疵を認めたときは、期限を定めて

改善を勧告するものとする。

(4) 受注者は、前項による改善勧告を受けたときは、この改善勧告に速やかに

応じなければならない。

１３ 情報資産の返還又は処分

受注者は、この契約等が終了し、又は解除されたときは、この契約等による

業務に係る情報資産を、速やかに発注者に返還し、又は漏えいを来さない方法

で確実に処分しなければならない。

１４ 特記事項に違反した場合の契約等解除及び損害賠償

発注者は、受注者がこの情報セキュリティ特記事項に違反していると認めた

ときは、契約等の解除及び損害賠償の請求をすることができるものとする。

１５ 違反事実等の公表

受注者が、この情報セキュリティ特記事項に違反し、契約等を解除された場

合や情報セキュリティインシデントが発生した場合、発注者は、受注者の名称

及び事実内容等を公表することができる。

１６ 実施責任

受注者は、受注者内における情報資産の情報セキュリティ対策を明確にし、

発注者が求めた際には速やかに報告しなければならない。

１７ 従事者に対する教育の実施

受注者は、情報資産を取り扱う業務の従事者に対し、情報セキュリティに関

する教育を実施し、情報セキュリティの確保に努めなければならない。

１８ その他

受注者は、１から１７までに定めるもののほか、情報資産の適正な管理のた

めに必要な措置を講じなければならない。



